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総務委員会会議記録 

 

 

                       総務委員会委員長  軽 石 義 則 

１ 日時 

  令和元年７月１日（月曜日） 

  午前10時開会、午後０時５分散会 

  （休憩 午後０時３分～午後０時３分） 

２ 場所 

  第１委員会室 

３ 出席委員 

  軽石義則委員長、川村伸浩副委員長、田村誠委員、関根敏伸委員、佐藤ケイ子委員、 

千葉伝委員、飯澤匡委員、工藤大輔委員、樋下正信委員 

４ 欠席委員 

  なし 

５ 事務局職員 

  小原担当書記、佐々木担当書記、藤原併任書記、橋場併任書記、浅沼併任書記 

６ 説明のために出席した者 

(１) 秘書広報室 

   高橋秘書広報室長、上和野理事兼副室長兼首席調査監、 

中里参事兼広聴広報課総括課長、小國総括調査監、安藤秘書課総括課長 

 (２) 総務部  

   八重樫総務部長、千葉副部長兼総務室長、佐々木総合防災室長、 

山﨑参事兼管財課総括課長、千葉法務・情報公開課長、佐藤人事課総括課長、 

村上職員育成監、小原財政課総括課長、松村行政経営推進課総括課長、 

奥寺税務課総括課長、西島防災危機管理監、栗澤防災消防課長、 

佐藤総務事務センター所長 

 (３) 政策地域部 

白水政策地域部長、佐々木理事兼ＩＬＣ推進室長、小野副部長兼政策推進室長、 

小原参事兼市町村課総括課長、千葉参事兼調査統計課総括課長、 

小笠原地域振興室長、佐々木国際室長、箱石交通政策室長、 

古舘科学・情報政策室長、小野寺三陸防災復興プロジェクト2019推進室長、 

村上政策監、北島評価課長、鈴木調整監、工藤学事振興課総括課長、 

畠山地域振興監、植野ＩＬＣ推進課長、渡辺特命参事兼地域交通課長、 

小笠原空港振興課長、阿部科学技術課長、酒井総括プロジェクト推進監 

(４) 復興局 

    大槻復興局長、森副局長、遠藤副局長、熊谷副局長兼震災津波伝承課総括課長、 
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   佐々木復興推進課総括課長、山田まちづくり・産業再生課総括課長、 

   佐藤生活再建課総括課長 

(５) 警察本部 

   高石警務部長、吉田生活安全部長、玉澤参事官兼警務課長、千田参事官兼会計課長、 

佐々木参事官兼交通企画課長 

７ 一般傍聴者 

  なし 

８ 会議に付した事件 

 (１) 議案の審査 

ア 議案第１号 岩手県県税条例の一部を改正する条例の専決処分に関し承認を求め

ることについて 

イ 議案第２号 県議会議員の選挙における選挙公報の発行に関する条例の一部を改

正する条例 

ウ 議案第３号 岩手県部局等設置条例の一部を改正する条例 

エ 議案第５号 岩手県県税条例等の一部を改正する条例 

オ 議案第６号 過疎地域における県税の課税免除に関する条例の一部を改正する条

例 

カ 議案第７号 地域経済牽引事業の促進区域における県税の課税免除等に関する条

例の一部を改正する条例 

キ 議案第８号 地方活力向上地域における県税の課税免除等に関する条例の一部を

改正する条例 

ク 議案第９号 岩手県手数料条例の一部を改正する条例中 

         別表第１の改正関係 

ケ 議案第10号 岩手県公安委員会の管理に属する事務手数料条例の一部を改正する

条例 

コ 議案第21号 財産の取得に関し議決を求めることについて 

 (２) 請願陳情の審査 

受理番号第93号 東日本大震災津波をはじめ災害からの着実な復興とふるさと振

興の推進のための2020年度地方財政の充実・強化を求める請願 

９ 議事の内容 

○軽石義則委員長 ただいまから総務委員会を開会いたします。 

 これより本日の会議を開きます。本日は、お手元に配付いたしております日程により会

議を行います。 

 初めに、議案の審査を行います。議案第１号岩手県県税条例の一部を改正する条例の専

決処分に関し承認を求めることについてを議題といたします。 

 当局から提案理由の説明を求めます。 

○奥寺税務課総括課長 議案第１号の岩手県県税条例の一部を改正する条例の専決処分
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に関し承認を求めることについて御説明申し上げます。 

 議案（その１）の１ページをお開き願います。なお、説明に当たりましては、便宜、お

手元に配付しております岩手県県税条例の一部を改正する条例の専決処分に関し承認を求

めることについて御説明させていただきます。 

 また、本専決処分につきましては、改元前の平成 31年３月 29日に行っておりますこと

から、条例中、改元後の５月１日以降の元号による年の表示につきましても平成を用いて

おりますので、御了承いただければと存じます。 

 １の提案の趣旨についてでありますが、地方税法等の一部を改正する法律が平成 31年３

月 29日に公布され、県税関係部分の一部が同年４月１日及び６月１日から施行されたこと

に伴い、岩手県県税条例の一部を改正する条例について、地方自治法第 179 条第１項の規

定に基づき専決処分したため、同条第３項の規定により、議会の承認を求めるものであり

ます。 

 次に、２の条例の内容についてでありますが、まず（１）の県民税関係につきましては、

都道府県または市区町村に対する寄附金に係る寄附金税額控除について、特例控除額の控

除対象となる寄附金を特例控除対象寄附金としたものです。 

 次に、（２）の不動産取得税関係については、サービス付き高齢者向け住宅及び当該住宅

の敷地の取得に対する特例措置等の適用期限を延長したものです。 

 次に、（３）の自動車取得税関係については、環境への負荷の少ない自動車の取得に係る

税率の特例や、環境への負荷の少ない中古自動車の取得に係る課税標準の特例措置につい

て軽減対象を見直した上、その適用期限を平成 31年９月 30日まで延長したものです。そ

のほか一定の乗用車、バスまたはトラックに関する課税標準の特例措置などにつきまして、

その適用期限を平成 31年９月 30 日まで延長したものです。 

 次に、（５）の狩猟税関係については、市町村の非常勤職員として有害鳥獣捕獲に従事す

る対象鳥獣捕獲員及び有害鳥獣捕獲等の事業を実施する認定鳥獣捕獲等事業者の従業者に

係る課税免除措置並びに鳥獣による生活環境、農林水産業または生態系に係る被害の防止

等の目的で、許可捕獲を実施する者に係る税率の特例措置を延長したものです。 

 次に、（６）のその他については、地方税法等の一部改正に伴い、所要の整備をしたもの

です。 

 最後に、３の施行期日等についてでありますが、平成 31 年４月１日から施行したこと及

び所要の経過措置を講じたものです。 

 以上で説明を終わります。御審議のほどよろしくお願い申し上げます。 

○軽石義則委員長 ただいまの説明に対し、質疑はありませんか。 

○佐藤ケイ子委員 ふるさと納税関係について、少し現状をお知らせいただければと思う

のですけれども、先日の本会議で斉藤信議員が質問しておりまして、ふるさと岩手応援寄

付の関係については答弁がございましたが、これは県だけではなくて、各市町村にも影響

することですので、県内の動向について把握されていれば伺いたいです。ふるさと納税に

よって税収増になるのが普通かなと思うのですけれども、東京都のある区などは結局 30
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億円以上も税収減になったというようなことなどがあって、地方によっては地域の新たな

産業を興すという意味で、非常に大きな効果があったと思うところ、また逆に大都市では

住民としての納税、課税、負担というのが少し負担軽減になったり、矛盾したりしている

のではないかというようなことなど、さまざまな効果と矛盾が出ていると思っています。 

 それでお聞きしたいのは、県と市町村の動向の中で、差し引きして税収がマイナスにな

っている自治体はあるのかないのか。それから、前は寄附額に対し 50％くらいの返礼品を

出したりしていたところもあるのですけれども、国からの指導で 30％ぐらいの返礼品にか

えるようにということで、かなりのところで指導があったと伺っているのですが、それに

県はどのように対応したのか。あと県内市町村のふるさと納税で、特に効果があったとこ

ろはどういう自治体なのかということがわかれば、お知らせをいただければと思います。 

○小原参事兼市町村課総括課長 まず、33市町村のふるさと納税のプラス、マイナスのと

ころにつきましては、今手元に詳しい資料がございませんので、こちらのほうは追ってお

知らせしたいと思います。 

 ふるさと納税については、余りに過度な返礼品等いろいろ問題になりまして、このたび

新たな制度になりまして申請等が行われましたが、適正でないところ、ちょっと問題があ

るところは許可期間が４カ月、それ以外のところは１年４カ月ということで、今回制度が

始まりましたけれども、本県につきましては、全て適正と認められましたので１年４カ月

の期間でスタートしております。 

 前の制度では、返礼品について、ほかの地域の地場産品ではないかという物議が醸され

たりしたところもございましたので、そういうところは各市町村それぞれ全部見直してい

ただいて、そういう過度なものにならないようにとか、あとは他の市町村の産品ではない

かと疑われるところはそれぞれ是正して、新たな制度を運用しているものと理解しており

ます。 

○佐藤ケイ子委員 特に通告していなかったのですけれども、差し引きで、納税していた

だいて返礼品を出すと。寄附額は大分落ち込んだと思っているのですけれども、県も落ち

ていますし、それから市町村も落ちてはいますが、返礼品の額も下がったので、差し引き

すれば県も市町村もプラスになっているのではないかと思うのですけれども、改正前と改

正後ではどういうふうな動向になるのかわかりますでしょうか。 

○小原参事兼市町村課総括課長 改正前と改正後でございますが、改正後につきましては、

まだ制度が始まったばかりなので、新たな制度について数値は持っておりませんが、前の

制度では、高いところだと、ちょっと詳しい数字がないのですけれども、寄附額に対し 70％

と、かなり高い返礼品の割合のところもございましたので、そこについては返礼品を用意

する率は、ふるさと納税の額が下がっても、そちらの原価も下がりますので、手元に残る

額としてはそんなに変わらないのかなと期待しているところでございます。 

○軽石義則委員長 ほかに質疑はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 ほかになければ、これをもって質疑を終結いたします。 
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 これより討論に入ります。討論はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 討論なしと認め、討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。本案は原案を承認することに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 御異議なしと認めます。よって、本案は原案を承認することに決定い

たしました。 

 次に、議案第２号県議会議員の選挙における選挙公報の発行に関する条例の一部を改正

する条例を議題といたします。 

 当局から提案理由の説明を求めます。 

○小原参事兼市町村課総括課長 議案第２号県議会議員の選挙における選挙公報の発行

に関する条例の一部を改正する条例について御説明いたします。 

 議案（その１）の 67 ページをお開き願います。内容につきましては、便宜、お手元にお

配りしております条例案の概要により説明申し上げます。 

 まず、１、改正の趣旨でございますが、公職選挙法が一部改正され、施行日である令和

元年６月１日以降、国政選挙及び都道府県知事選挙において、候補者が選挙管理委員会に

提出する選挙公報の掲載文を、従来の紙の原稿用紙のほか、電磁的記録、いわゆる電子デ

ータにより提出できることとされました。このことから、公職選挙法の規定に準じて定め

ている県議会議員の選挙における選挙公報の発行に関する条例について所要の整備をしよ

うとするものでございます。 

 次に、２、条例案の内容でございますが、選挙公報の掲載文の提出方法の見直しに伴い、

掲載文の品位保持の規定について所要の整備をしようとするものです。具体的には、条例

第３条第２項で使用している記載という文言について、改正法との整合性を図るため、記

録の文言を追加するものでございます。 

 ここで選挙公報について補足説明させていただきます。県議会議員の選挙における選挙

公報は、条例の規定により、県選挙管理委員会が選挙ごとに１回発行するものとされてお

ります。また、選挙公報への掲載の申請手続は、別途岩手県選挙等執行規程に定められて

いることから、掲載文を電子データで提出できるようにするために所要の改正を行い、施

行期日は７月２日としております。 

 なお、候補者が選挙公報への掲載を受けようとするときに提出する申請書は、これまで

どおり紙媒体で提出していただくことになっており、電子データで提出できることとなる

のは選挙公報の掲載文、いわゆる原稿となっているものです。 

 次に、３の施行期日でございますが、この条例は公布の日から施行することとしており

ます。これにより、本年９月に予定されております次回の県議会議員の一般選挙から適用

されることになります。 

 以上で議案第２号の説明を終わります。よろしく御審議のほどお願いいたします。 
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○軽石義則委員長 ただいまの説明に対し質疑はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 質疑なしと認め、質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 討論なしと認め、討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。本案は原案を可とすることに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 御異議なしと認めます。よって、本案は原案を可とすることに決定い

たしました。 

 次に、議案第３号岩手県部局等設置条例の一部を改正する条例を議題といたします。 

 当局から提案理由の説明を求めます。 

○佐藤人事課総括課長 議案第３号岩手県部局等設置条例の一部を改正する条例につい

て御説明申し上げます。 

 議案（その１）の 68 ページをお開き願います。なお、説明に当たりましては、便宜、お

手元に配付しております議案第３号条例案の概要により説明させていただきます。 

 まず、１の改正の趣旨についてでありますが、国際リニアコライダーの建設実現に向け

まして、文部科学省を初めとする関係省庁や大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研

究機構、ＫＥＫなどの関係機関との調整が今後さらに増加していく見込みでありますこと

から、これに適切かつ機動的に対応していくため、専担の局を設置し、県として組織体制

を整備し、一層の部局間連携を進めようとするものであります。 

 次に、２の条例案の内容についてでありますが、第１条においてＩＬＣ推進局を部局等

に位置づけるとともに、第２条においてＩＬＣ推進局の分掌事務として国際リニアコライ

ダーの建設の実現に係る総合的な企画及び調整並びに施策の推進に関する事項を規定する

ものであります。 

 最後に、３の施行期日についてでありますが、令和元年８月１日から施行しようとする

ものであります。 

 なお、ＩＬＣ推進局を構成する課等につきましては、１に記載のとおりでございますが、

その名称等につきましては条例を可決いただきました後に規則において定めることとして

いるものでございます。 

 以上で説明を終わります。御審議のほどよろしくお願い申し上げます。 

○軽石義則委員長 ただいまの説明に対し、質疑はありませんか。 

○千葉伝委員 新たな局を設置すると、いわゆるＩＬＣを推進するための新たな設置とい

うことであります。これまでＩＬＣ推進室を通じて、県内はもちろん国、首相官邸等に対

して、いろいろと推進していただいていることは、当然一緒にやっていくということで、

今度改めて局をつくるという意気込みは了とします。 
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 お聞きしたいのは、これまでのＩＬＣ推進室は現行では何人体制であって、新たな局に

なったときは、表に兼務とか、いろいろあるのですが、兼務が何人ぐらいで、それから専

任が何人ぐらい、局のトータルとすれば何人ぐらいになる予定なのでしょうか。 

○佐藤人事課総括課長 現状のＩＬＣ推進室の体制でございますけれども、こちらにつき

ましては兼任の職員あるいは市町村から派遣されている職員等も含めてまして、合計しま

すと現在 21 名の体制となっております。 

 今回御提案申し上げておりますＩＬＣ推進局を部局に移行することによる、その体制で

ございますけれども、専任と兼任を含めまして 50名程度の体制にふやす方向で今検討を進

めている状況でございます。 

 それから、局の設置後の専任部分の体制につきましては、先週の本会議等におきまして

も総務部長から答弁申し上げておりますところで、現在調整中ではございますけれども、

限られた人員の中で体制を組んでいくということで、やはり喫緊に体制強化が必要な業務

に対して増員を図る方向で今検討を進めている状況でございます。例えば現地企業の強化

の観点から、総括課長級のＩＬＣ推進監を県南広域振興局に駐在で配置する、それから関

係省庁との連携を強化していく、調整を円滑に進めていくという観点でのそういった業務

を担う職員など数名程度の増員を図る方向で今検討している状況でございます。 

○千葉伝委員 これまでの室の場合も、今答弁いただいた中では、県職員のみならず関係

の市町村からも派遣というか、一緒に活動してきているということで、これからはトータ

ルとして 50 人体制とのことですが、これからますます現地に関係する市町村との連携をき

ちんとやっていく必要があろうと思います。そういった意味では、これまで以上にその体

制というか、進め方を強力にすべきではないかと思うのですが、そこが一つです。 

 もう一つ、ここの職の中に首席ＩＬＣ推進監、今もあるわけですけれども、今度は首席

ＩＬＣ推進監とＩＬＣ推進監になるようですが、違いはどういうことになりますか。 

○佐藤人事課総括課長 今回政府の見解表明を受けまして、現地機能の体制強化は非常に

重要になってくると認識しておりまして、先ほど申し上げたとおり、総括課長級の職員を

現地に駐在させることによりまして、こういった現地での受け入れ態勢の整備ですとか、

あるいは住民の理解促進といった業務を引き続き強力に推進していく必要があると考えて

おります。 

 それから、首席ＩＬＣ推進監と今回県南広域振興局に新設で配置しますＩＬＣ推進監と

の違いでございますが、現在の首席ＩＬＣ推進監につきましては県南広域振興局の副局長

が兼任で配置されているものでございます。この首席ＩＬＣ推進監のもとに、今回県南広

域振興局に総括課長級のＩＬＣ推進監を配置しまして、先ほど申し上げた業務につきまし

て一体的に推進していこうと考えております。 

○千葉伝委員 いずれ国際リニアコアライダーの建設実現を確実にすることが目的なわ

けなので、関係市町村はもちろんですが、団体等も含めてしっかりと連携して、国に対し

てと、私ら議会でも一緒に頑張ると、こういうことになろうと思いますので、よろしくお

願いします。 
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○白水政策地域部長 今御指摘いただきましたこと、本当に全て大事なことだと思ってお

ります。特に市町村を含めた関係団体との連携をしっかりして、引き続き頑張ってまいり

たいと思います。 

 先週の本会議でも御質問いただきまして、私からもお話しさせていただきましたけれど

も、今年は特にマスタープラン 2020 に向けて、そこにいかに乗っていくかというのが非常

に大事な局面になってきます。 

 それから、ＫＥＫを初めとした国際ワーキンググループもできましたし、あるいは国の

レベルの議論も始まっております。いずれにしても、そういう動向もしっかりと把握して、

実現に向けて最終段階という意気込みで頑張ってまいりたいと思います。どうぞよろしく

お願いします。 

○飯澤匡委員 まず、今回の移行については、県議会からの要望といいますか、それもあ

って対応していただいたものと思うのです。私は、かねてから東京事務所などにも駐在員

を早くから入れて、ＫＥＫや政府との情報収集をしっかりとるべきだと提案した経緯もあ

りますので、土壇場に来て３月の政府の意向を受けて動かざるを得なかったというのは仕

方のないことですので、しっかりやっていただきたいと思います。 

 そこで、今の組織を強化する背景、本会議でも質疑の中にありましたが、一つは特にヨ

ーロッパとの政府間交渉、そして国内では日本学術会議のマスタープランに入れ込んでも

らうと、これが大きなすべきことといいますか、これをクリアしていかないと前に進んで

いかないと思います。ヨーロッパの次の地域計画についても同時並行的に行っているわけ

で、そこで質疑の中では随分学術会議の動向について重きを置いていると思っていますけ

れども、私の見解は全く違って、３月７日以降に政府間で、先ほど政策地域部長からも答

弁があったようにＫＥＫの中にワーキンググループもつくって、既にもう具体的に進んで

いると。そうした中でスケジュール感として、国際協議のほうが大分進んでいく中で、マ

スタープランに大きく影響するのではないかというのが私の考え方です。そうした整理を

ＩＬＣ推進室ではどのようにされて、この強化においてどこの部分で岩手県として入り込

んでいくかと、その戦略といいますか、基本の考え方について、今後の動向も含めて非常

に微妙なバランスの中で動いていると思いますので、そこら辺をどういう方針でいこうと

しているのかお知らせください。 

○植野ＩＬＣ推進課長 ただいま二つの質問をお受けいたしました。一つに、マスタープ

ラン以外の国際的な議論の進捗状況、マスタープランと関連することが１点、それからそ

れらを踏まえて県としてどのようなところを強化していくのかという御質問でございまし

た。 

 まず、１点目でございますが、一般質問等でもありましたが、まずは国内的にはマスタ

ープランの議論が先行して進んでおりますが、今委員の御質問にありましたとおり、国際

的な議論が重要かと認識しております。一つには、報道にもありましたが、ＫＥＫがリー

ドしまして、今国際間のワーキンググループが５月 17日に立ち上がりまして、その報告が

９月にまとまるような状況になっております。 
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 もう一つは、政府間の議論の中で、日本と欧州、具体的にはドイツとフランスとのディ

スカッショングループが今月にも設置される見込みと聞いております。それらの議論が秋

口まで進む中で、そういった国際的な取り決めとか合意のような部分も、国内のマスター

プランの議論に反映されていくことで、まさに国内と海外の議論が並行して進むというこ

とで、どちらの議論も我々としても注視していきたいと考えております。 

 それから、県の取り組みでございますけれども、マスタープランにつきましてはやはり

科学者、研究者が一義的には対応するわけなのですが、より北上サイトに特定したような

さまざまな地質調査でありますとか、地元の情報というものが要望として出てくると思い

ますので、そういったものについては即座に対応していきたいと思いますし、先ほど委員

のお話にありましたとおり、今回の強化によりまして、東京事務所に職員等も配置いたし

まして、それらとの連携も深めて進めてまいりたいと考えております。 

○飯澤匡委員 そこで、知事も質問に答える形で答弁していましたが、いわゆる骨太の方

針 2019 について、それと思われる、ＩＬＣというふうにはっきりと明記はされませんでし

たが、そうではないかなと思われる項目といいますか、それが文章で示されたと。ただ、

見方によっては、学術会議の部分が、欄外の中に議論を経てという部分が明記されている

ので、やはり内閣府が自信を持って押し出しているというような状況にはまだなっていな

いのかなと、かなり悲観的といいますか、余り楽観的ではない話ですけれども、そういう

ことを踏まえると、これから文部科学省や内閣府とのいろいろな折衝なども非常に大事に

なると思います。きょうも説明あると思いますけれども、県としてこの地域としてどうい

うふうにやっていくかということをしっかりすり込んで同時並行的にやっていかなければ

ならない。これは非常に難しい作業だと思うのです。はっきりと政治的には、なかなか県

知事が堂々と言っていけるような状況にはないわけですから、これは事実なので、そこを

どうやってフォローアップしていくかということですね。大変骨の折れることだと思うの

ですが、その辺についての方針をお知らせ願います。 

○植野ＩＬＣ推進課長 今後の国への働きかけの対策でございますけれども、今委員御紹

介ありましたとおり、先月 21日に閣議決定されました骨太の方針 2019 に、世界の学術フ

ロンティア等を先導する国際的なものを含む大型研究施設の戦略的推進ということで、文

言が初めて入れられたところでございます。これにつきましては、３月７日の政府の関心

表明を受けて、いよいよ次のステージに移ったと思っております。 

 それで、今後の国への働きかけでございますけれども、３月７日以降、関係省庁の取り

組みが広がってきております。先般、６月 12 日にＩＬＣの要望活動を行ったのですが、今

までですと政府与党、それから文部科学省への要望が中心だったのですけれども、内閣府

でありますとか、復興庁、国土交通省にも要望活動を行っております。今後はＩＬＣを国

全体で取り組むということが大事でございますので、文部科学省へのルートだけではなく、

関係省庁への働きかけも広めていきまして、よりＩＬＣの実現に向けた取り組みを強化し

てまいりたいと考えております。 

○飯澤匡委員 大変大事なところなので、そこは戦略性を持ってしっかりやっていただき
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たいというのと、それから今日まで本県にもいろいろな要人の方がいらしたときも、佐々

木理事がみずからアテンドしたり、大平理事がアテンドしたり、そこら辺の役割分担が、

非常に負荷が一部のところにかかっていることは、今回強化されることによってそこら辺

も非常に集中できるのではないかなという期待感もあります。 

 本来、秘書広報室あたりが意を酌んでやるべきだとかねがね思っていました。やはりト

ップマネジメントを支えるというのだったら、そういうところまでしっかり役割分担をや

るべきだと思っていました。 

 いずれ組織が強化されるのはよろしいことなのですが、目的と戦略性を持ってやってい

くことが非常に重要なので、そこは組織がどのような体制になるかというのはまだ固まっ

ていないようですから、よろしくお願いしたい。 

 それからもう一つ、県南広域振興局を強化するというお話ですけれども、実際問題、一

関市は宮城の県北とも非常に連携を強めて、宮城県との一体感を持って進んでいかなけれ

ばならない。これはやはり東北大学があったり、それから地域として岩手県の県境を越え

てやっていかなければならない。そこら辺の考え方といいますか、ただ単に出先機関の県

南広域振興局に置くということではなくて、これから将来の地域のグランドデザインを考

える意味でも、もう少しその辺も踏み込んでいったらいいのではないかと思うのですけれ

ども、その点についてはいかがですか。 

○植野ＩＬＣ推進課長 県南広域振興局の強化に伴う、東北、宮城県北との連携でござい

ますけれども、委員、今御質問にありましたとおり、県境、宮城県北部との連携が大変重

要でございます。研究者が 3,000 人ぐらい定住しますと、岩手だけではなく宮城県北にも

ある一定程度の研究者がお住まいになられると思いますので、そういった地元の受け入れ

環境整備でございますとか、あと地元推進団体との、岩手、宮城相互の連携が重要になっ

てくることから、今回県南広域振興局にＩＬＣ推進監が置かれますので、既存の県境の連

絡会議等でも話題にしていただいて、より一層、東北全体で連携を進めてまいりたいと考

えております。 

○飯澤匡委員 その点は、まだまだ足りないところがあると思っていますので、今回を機

に、ぜひよろしくお願いしたいと思います。 

 いずれにいたしましても、まだまだ越えるべきハードルは高いものがあって、岩手県、

宮城県、東北全体でＩＬＣについてどのような基本構想で、今まで推進協議会なども中心

にやってきましたけれども、より一層角度を深めてやっていかなければならないと思いま

す。 

 もう一つ、最後に、計画の全貌が明らかになっていく過程で、リスクに関する懸念とい

うのが、ある市民団体等で、最近は余り活動が見えないのですけれども、ただこれはこれ

で対応していかなければならない。これはＩＬＣが決定してからも、建設段階に入ったと

きにいろいろ環境に負荷がかかっていく。その中でしっかりとした情報公開、それから安

全対策、これは県の仕事だと思うのです。県がしっかりそういう場面も設定をして、住民

との正しい共通認識を図っていくことが大事だと思うのですが、今後の方針についてお伺
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いします。 

○植野ＩＬＣ推進課長 ＩＬＣの実現に伴うリスクに対する懸念の地域住民への説明で

ございますけれども、これまでも本年３月にＩＬＣ開設セミナーを地元の一関市で開催さ

せていただきました。その後も御懸念される住民の方からは、たびたび御質問等を受けて

おりますけれども、それらの質問につきましても全てお答えして、それらの回答をホーム

ページ上で公開させていただいております。既に質問数は 100 件以上を数えておりまして、

全て丁寧にお答えして、それらの今後の対応というものを進めております。 

 今後につきましても、ＩＬＣの実現に向けまして、安全対策を含め、さまざまな御懸念

が出てくると思いますので、定期的に開設の地域説明会を開催したりとか、あるいは住民

周知用のパンフレットとか、そういったものも作成しながら、適時、適宜、定期的に提供

してまいりたいと考えております。 

○飯澤匡委員 最後、佐々木ＩＬＣ推進室長にお伺いします。これは地元ではもう藤原文

化以来の 1,000 年の時を超えた東北に光が当たるプロジェクトだと言っています。これだ

けの今まで環境整備をしていただいた、また先鞭をつけていただいた椎名先生を初め研究

者の方々、こうした蓄積の中にあるわけですから、こうしたことを絶対逃がさないと、そ

れにはしっかりとした組み立てと戦略性を持ってやらなければならない、これは何度もさ

っきから言っていますけれども、今回のＩＬＣ推進局となった場合に、この強化の体制、

決意といいますか、その辺を最後に聞いて終わります。 

○佐々木理事兼ＩＬＣ推進室長 現在国際的な協議の加速的な進展に向けた地元として

の必要な対応、それから国内における国家プロジェクトに向けた関係省庁との関係構築、

こういったものが並行して進む中で、地元として、まさにどういった新しい岩手を築いて

いくか、描いていくか、委員おっしゃるとおり、まさに 1,000 年プロジェクトのような歴

史を変える大きなものだと、同じような認識のもとに取り組ませていただいております。 

 国外においても国内においても、いろいろ説明をするに当たって、やはり地元として強

い考え方と、その考えを具体化する地元の取り組み、そういったものが年次を追うごとに

準備がどんどん進んできております。そういったものもしっかり訴えながら、関係すると

ころにＩＬＣ実現に向け働きかけ、関係者と一緒になって、県議会の皆さんも一緒になっ

てＩＬＣの実現に向かっていければと思っています。 

○軽石義則委員長 そのほか質疑はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 ほかになければ、これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 討論なしと認め、討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。お諮りいたします。本案は原案を可とすることに御異議あり

ませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 
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○軽石義則委員長 御異議なしと認めます。よって、本案は原案を可とすることに決定い

たしました。 

 次に、議案第５号岩手県県税条例等の一部を改正する条例を議題といたします。 

 当局から提案理由の説明を求めます。 

○奥寺税務課総括課長 議案第５号の岩手県県税条例等の一部を改正する条例について

御説明申し上げます。 

 議案（その１）の 70 ページをお開き願います。なお、説明に当たりましては、便宜、お

手元に配付しております岩手県県税条例等の一部を改正する条例案の概要により説明させ

ていただきます。 

 また、岩手県県税条例につきましては、従来より引用している地方税法の規定と同様の

内容となるよう改正しており、現時点でまだ地方税法において改元に伴う整備が行われて

いないことから、今後地方税法において改元に伴う整備が行われた際にあわせて整備を行

うこととし、議案における条文では本条例の施行期日等を定める附則を除き、平成を用い

ております。お手元の資料では、説明の便宜上、令和を用いておりますが、御了承いただ

ければと存じます。 

 １の改正の趣旨についてでありますが、地方税法の一部改正に伴い、個人の県民税の均

等割及び所得割の非課税の範囲を拡大し、並びに法人の事業税の所得割及び収入割の税率

並びに自家用の乗用車等の種別割の税率を引き下げる等、所要の改正をしようとするもの

であります。 

 次に、２の条例案の内容についてでありますが、まず（１）の第１条関係のアの県民税

関係については、令和３年度分以後の各年度分の個人の県民税の均等割及び所得割につい

て、非課税の対象に前年の合計所得金額が 135 万円以下の単身児童扶養者を加えるもので

す。 

 次に、イの事業税関係については、特別法人事業税及び特別法人事業譲与税の創設に伴

い、法人の事業税の所得割及び収入割の税率を引き下げるものです。 

 次に、ウの自動車税関係の（ア）、種別割のａについては、令和元年 10 月１日以降に初

回新規登録を受けた自家用の乗用車等に対して課する種別割の税率を引き下げるものです。

なお、令和元年９月 30 日までに初回の新規登録を受けた自家用の自動車に対して課する種

別割は、今までの自動車税と同じ税率にするものです。 

 （ア）、種別割のｂにつきましては、身体障害者等に対する課税免除について、種別割の

税率の引き下げにより上限額を見直すものです。 

 次に、（イ）、環境性能割のａについては、環境性能割の税率の適用区分を改めるもので

す。 

 （イ）、環境性能割のｂについては、令和元年 10月１日から令和２年９月 30 日までの期

間に取得された自家用の乗用車に対して課する環境性能割の税率の特例措置を講ずるもの

です。 

 次に、エのその他については、地方税法の一部改正に伴い、所要の整備をするものです。 
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 次に、（２）の第２条関係、（３）の第３条関係については、それぞれ過去に改正した岩

手県県税条例の一部を改正する条例の一部を改正するものです。 

 最後に、３の施行期日等についてでありますが、（１）、アからカまでの区分に応じ、そ

れぞれに掲げる日から施行し、（２）として所要の経過措置を講ずるものです。 

 以上で説明を終わります。御審議のほどよろしくお願い申し上げます。 

○軽石義則委員長 ただいまの説明に対し、質疑はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 質疑なしと認め、質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 討論なしと認め、討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。本案は原案を可とすることに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 御異議なしと認めます。よって、本案は原案を可とすることに決定い

たしました。 

 次に、議案第６号過疎地域における県税の課税免除に関する条例の一部を改正する条例

を議題といたします。 

 当局から提案理由の説明を求めます。 

○奥寺税務課総括課長 議案第６号の過疎地域における県税の課税免除に関する条例の

一部を改正する条例について御説明申し上げます。 

 議案（その１）の 154 ページをお開き願います。なお、説明に当たりましては、便宜、

お手元に配付しております過疎地域における県税の課税免除に関する条例の一部を改正す

る条例案の概要により御説明させていただきます。 

 また、本県では、国の取り扱いに準じ、原則として改元のみを理由とした条例の改正は

行わず、他の理由で条例の改正が必要となった際に、あわせて改元に伴う整備を行うこと

としております。本議案及び議案第７号については、期間の延長の改正、議案第８号につ

いては条例で引用している条文を整備する改正にあわせて、元号による年の標記を令和と

しております。 

 １の改正の趣旨及び２の条例案の内容についてでありますが、過疎地域内において県税

の課税免除の対象となる製造の事業等の用に供する設備の新設または増設の期限を令和３

年３月 31日まで延長しようとするものです。 

 ３の施行期日等についてでありますが、公布の日から施行し、平成 31 年４月１日から適

用しようとするものです。 

 以上で説明を終わります。御審議のほどよろしくお願いいたします。 

○軽石義則委員長 ただいまの説明に対し、質疑はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
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○軽石義則委員長 質疑なしと認め、質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 討論なしと認め、討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。本案は原案を可とすることに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 御異議なしと認めます。よって、本案は原案を可とすることに決定い

たしました。 

 次に、議案第７号地域経済牽引事業の促進区域における県税の課税免除に関する条例の

一部を改正する条例を議題といたします。 

 当局から提案理由の説明を求めます。 

○奥寺税務課総括課長 議案第７号の地域経済牽引事業の促進区域における県税の課税

免除に関する条例の一部を改正する条例について御説明申し上げます。 

 議案（その１）の 156 ページをお開き願います。なお、説明に当たりましては、便宜、

お手元に配付しております地域経済牽引事業の促進区域における県税の課税免除に関する

条例の一部を改正する条例案の概要により御説明させていただきます。 

 １の改正の趣旨及び２の条例案の内容についてでありますが、現在、平成 31 年３月 31

日までに主務大臣が同意した地域経済牽引事業のための施設の設置に係る基本計画により

取得した不動産について課税免除の適用対象としておりますが、適用対象となる基本計画

の同意の日の期限を令和３年３月 31 日まで延長しようとするものです。 

 ３の施行期日等についてでありますが、公布の日から施行し、平成 31 年４月１日から適

用するものであります。 

 以上で説明を終わります。御審議のほどよろしくお願い申し上げます。 

○軽石義則委員長 ただいまの説明に対し、質疑はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 質疑なしと認め、質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 討論なしと認め、討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。本案は原案を可とすることに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 御異議なしと認めます。よって、本案は原案を可とすることに決定い

たしました。 

 次に、議案第８号地方活力向上地域における県税の課税免除等に関する条例の一部を改

正する条例を議題といたします。 
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 当局から提案理由の説明を求めます。 

○奥寺税務課総括課長 議案第８号の地方活力向上地域における県税の課税免除等に関

する条例の一部を改正する条例について御説明申し上げます。 

 議案（その１）の 157 ページをお開き願います。なお、説明に当たりましては、便宜、

お手元に配付しております、地方活力向上地域における県税の課税免除等に関する条例の

一部を改正する条例案の概要により御説明させていただきます。 

 １の改正の趣旨及び２の条例案の内容についてでありますが、租税特別措置法の一部改

正及び元号を定める政令の施行に伴い、所要の整備をしようとするものであります。 

 ３の施行期日についてでありますが、公布の日から施行するものであります。 

 以上で説明を終わります。御審議のほどよろしくお願い申し上げます。 

○軽石義則委員長 ただいまの説明に対し、質疑はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 質疑なしと認め、質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 討論なしと認め、討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。本案は原案を可とすることに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 御異議なしと認めます。よって、本案は原案を可とすることに決定い

たしました。 

 次に、議案第９号岩手県手数料条例の一部を改正する条例中、当総務委員会に付託され

た別表第１の改正関係を議題といたします。 

 当局から提案理由の説明を求めます。 

○栗澤防災消防課長 議案第９号の岩手県手数料条例の一部を改正する条例について御

説明申し上げます。 

 議案（その１）の 159 ページからとなりますが、総務事務関係手数料の記載は 161 ペー

ジの中ほど、別表第１以降となります。なお、説明に当たりましては、便宜、お手元に配

付しております岩手県手数料条例の一部を改正する条例案の概要により御説明させていた

だきます。 

 １の改正の趣旨についてでありますが、地方公共団体の手数料の標準に関する政令にお

いて、全国的に統一すべき手数料の額等を定めているところでありますが、この政令の一

部改正に伴い、条例で定める手数料の額を改定しようとするものであります。 

 次に、２の条例案の内容についてでありますが、消防法や火薬類取締法などの規定に基

づく手数料 24件の額について、政令の改正に合わせ、記載のとおりの金額に増額しようと

するものであります。 

 最後に、３の施行期日についてでありますが、政令は令和元年 10月１日に施行されるこ
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とから、条例においても同日から施行しようとするものであります。 

 以上で説明を終わります。御審議のほどよろしくお願い申し上げます。 

○軽石義則委員長 ただいまの説明に対し、質疑はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 質疑なしと認め、質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 討論なしと認め、討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。本案は原案を可とすることに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 御異議なしと認めます。よって、本案は原案を可とすることに決定い

たしました。 

 次に、議案第 10 号岩手県公安委員会の管理に属する事務手数料条例の一部を改正する条

例を議題といたします。 

 当局から提案理由の説明を求めます。 

○吉田生活安全部長 議案第 10 号岩手県公安委員会の管理に属する事務手数料条例の一

部を改正する条例について御説明いたします。 

 議案（その１）の 167 ページをお開き願います。なお、説明に当たりましては、お手元

に配付しております議案第 10号関係の資料に沿って説明をさせていただきます。 

 初めに、１の改正の趣旨でありますが、特定遊興飲食店営業相続承認申請手数料など、

７件の手数料につきまして、地方公共団体の手数料の標準に関する政令に規定する手数料

の額の標準が引き上げられますことから、増額しようとするものであります。 

 次に、２の条例案の内容でありますが、条例別表１、別表６及び別表第９に掲げる手数

料のうち、７件の手数料について、それぞれ 100 円ないし 1,000 円の増額をしようとする

ものであります。 

 ３の施行期日につきましては、令和元年 10 月１日とするものであります。 

 以上で説明を終わります。御審議のほどよろしくお願いいたします。 

○軽石義則委員長 ただいまの説明に対し、質疑はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 質疑なしと認め、質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 討論なしと認め、討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。本案は原案を可とすることに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 
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○軽石義則委員長 御異議なしと認めます。よって、本案は原案を可とすることに決定い

たしました。 

 次に、議案第 21号財産の取得に関し議決を求めることについてを議題といたします。 

 当局から提案理由の説明を求めます。 

○古舘科学・情報政策室長 議案第 21 号財産の取得に関し議決を求めることについてを

御説明申し上げます。 

 議案（その１）の 182 ページをお開き願います。なお、説明に当たりましては、便宜、

お手元に配付しております資料に基づき御説明申し上げます。 

 この議案は、財産の取得に関しまして、地方自治法第 96条第１項第８号及び議会の議決

に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により、議会の議決を

求めようとするものであります。 

 次に、取得しようとする財産につきまして御説明申し上げます。この財産を取得する目

的につきましては、行政情報の処理の用に供するためであり、３の取得する財産の記載の

とおり、種別は備品でございます。名称及び数量は、職員ひとり一台端末及び総合ＯＡ端

末として利用するパーソナルコンピュータ及びディスプレイ、2,565 台で、取得予定価格

は１億 5,510 万円となっております。 

 ４の契約方法等についてでありますが、契約方法は一般競争入札で、納入期限は令和元

年 10月 31 日とし、契約の相手方は３者による応札の結果、株式会社リードコナンから取

得しようとするものであります。 

 ５の取得方法は、買い入れであります。 

 ６の取得する理由でありますが、職員が業務で使用している職員ひとり一台端末及び総

合ＯＡ端末について、この端末のオペレーティングシステムはウィンドウズ７であります

が、メーカーのサポート期限が令和２年１月に満了し、これ以降セキュリティ保護を講ず

るための修正プログラムの無償提供が行われないことから、解消できない脆弱性を狙った

不正アクセス、コンピュータウイルスによる情報漏えい等の事故を未然に防止するため、

平成 28 年度から令和元年度までの間、段階的に更新しようとするものであり、今回はその

最終年度の取得であります。取得するパーソナルコンピュータ及びディスプレイの仕様に

ついては、資料２ページに記載しております。 

 今回の調達の端末は、株式会社リードコナンにおいて、端末本体についてはレノボ製、

ディスプレイについてはアイ・オー・データ製のものを調達する予定としております。 

 資料３ページから４ページについては、入札公告において使用しました調達仕様書、資

料５ページには入札結果説明書、資料６ページには入札経緯書を参考としてお配りしてお

ります。 

 以上で説明を終わります。よろしく御審議を賜りますようお願い申し上げます。 

○軽石義則委員長 ただいまの説明に対し、質疑はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 質疑なしと認め、質疑を終結いたします。 
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 これより討論に入ります。討論はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 討論なしと認め、討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。本案は原案を可とすることに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 御異議なしと認めます。よって、本案は原案を可とすることに決定い

たしました。 

 以上をもって議案の審査を終わります。 

 次に、請願陳情の審査を行います。受理番号第 93 号東日本大震災津波をはじめ災害から

の着実な復興とふるさと振興の推進のための 2020 年度地方財政の充実・強化を求める請願

を議題といたします。 

 当局の参考説明を求めます。 

○小原財政課総括課長 本請願につきまして、お手元にお配りしております資料により御

説明をさせていただきます。 

 請願の内容が複数部局の所管にまたがっておりますことから、私からは総務部、政策地

域部の所管分、請願項目の２以外の項目につきまして説明した後、復興局から請願項目の

２につきまして御説明をいたします。 

 まず、請願項目１の社会保障予算の確保等についてでございます。資料１ページでござ

いますけれども、（１）のとおり、近年高齢化等に伴い、関係予算は増加を続けております。 

 （２）は、幼児教育の無償化についてでございます。県は費用の４分の１を負担し、本

年 10月からの消費税率引き上げに伴う増収分を活用するものですが、増収額が所要額に満

たない場合は、地方交付税の増により対応することとされているものでございます。なお、

本年度分につきましては増収分がわずかであることから、地方負担分を措置する臨時交付

金が創設され、全額国費による対応とされているところでございます。 

 （３）は、６月 11 日に実施いたしました本県の政府予算提言・要望でございます。社会

保障関係費の増等を踏まえ、地方一般財源総額を引き続き確保することについて要望して

おります。 

 次の２の復興事業費総額の確保につきましては、後ほど復興局から御説明をさせていた

だきます。 

 一つ進んでいただきまして、４ページ目をお開き願います。３の緊急防災・減災事業の

拡充と期間の確保についてでございますが、緊急防災・減災事業は、東日本大震災津波の

教訓を踏まえ、全国的に緊急に実施する必要のある事業に対し、地方債を通じた財政措置

がされているものでございまして、２度の延長を経て令和２年度まで事業期間とされてい

るところでございます。 

 主な事業といたしましては（２）のとおりでございまして、地域防災センター等の大規

模災害時の防災・減災対策のために必要な施設の整備や、公共施設等の耐震化などで、財
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政措置につきましては地方債の充当率 100％、交付税措置率 70％とされているところでご

ざいます。 

 続きまして、４の地方交付税の財源保障機能・財政調整機能の強化についてでございま

す。５ページ目をお開き願います。段階補正についてでございますが、普通交付税の算定

におきましては、人口や世帯数などが基礎数値として用いられておりますが、地方公共団

体はその人口等の規模にかかわらず一定の組織を持つ必要があることなどから、規模が小

さくなるほど１人当たりの行政コスト等が割高になり、大きくなるほど割安になる傾向が

ございます。このコスト差を反映するため、人口や世帯数に応じて算定に用いる需要額を

補正することとしておりまして、これを段階補正と呼んでいるものでございます。社会福

祉費等多くの費目で段階補正が設けられているものでございます。 

 最近の段階補正の見直し状況でございますが、この表の下から２番目のところでござい

ますけれども、平成 14 年度から平成 16 年度にかけて段階補正の割増率をより効率的な財

政運営を行っているところに合わせて圧縮する改正が行われましたが、平成 22年度は小規

模市町村等への配慮から、一定程度の復元が行われているものでございます。 

 ６ページをお開き願います。（２）の地方交付税の法定率につきましては、地方交付税の

原資は国税の一定割合と地方法人税の 100％とされており、地方交付税法に地方全体で財

源不足が生じた場合は法定率を変更することと定められておりますが、近年は財源不足に

対しまして臨時財政対策債による財源手当てが恒常化している状況にございまして、県と

いたしましても安定的な財政運営のため、法定率の引き上げを提言しているところでござ

います。 

 ７ページをお開き願います。（３）の人口急減補正等についてでございますが、地方交付

税におきましては、人口が急速に減少した場合であっても、直ちに行政経費を減らすこと

が困難であることを踏まえ、普通交付税の算定に当たり、国勢調査人口を測定単位として

いる費目につきまして、ここの図にイメージが描いてありますけれども、５年にわたり激

変緩和が講じられる仕組みとなっているところでございます。 

 また、その図の下側のポツをごらんいただきますと、東日本大震災津波に伴う津波被災

団体等につきましては、人口減少率の上限を 10％にするなどのさらなる特例措置が講じら

れているところでございます。 

 ８ページをお開き願います。５の森林環境譲与税の譲与基準についてでございます。

（１）、森林環境税及び森林環境譲与税は、この３月に制度創設されたもので、賦課徴収は

令和６年度からとされておりますが、これに先立ち、今年度から都道府県、市町村に対す

る譲与が行われるものでございます。市町村においては間伐等の費用、都道府県において

は市町村の森林整備に対する支援等に関する費用に充てることとされているものでござい

ます。 

 （２）は、都道府県、市町村に対する譲与額等についてでございますが、制度開始時の

200 億円から、令和 15年度には 600 億円となる見込みでございます。 

 （３）は、譲与基準でございますが、都道府県に対する譲与総額の 10 分の５を私有林人
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工林の面積を合算した面積により、10 分の２を林業就業者数により、10 分の３を人口によ

り、それぞれ按分し、算定することとされております。 

 （４）は、本県への譲与額の試算でございます。今年度は、県分といたしまして約 1.2

億円、市町村分としては約 4.9 億円、譲与額が平年度化される令和 15 年度は、県分約 1.8

億円、市町村分約 16.5 億円と見込んでいるところでございます。 

 ９ページをお開き願います。６の地方公共団体の基金残高の地方財政計画及び地方交付

税への反映についてでございます。６月 21 日に閣議決定された経済財政運営と改革の基本

方針 2019、いわゆる骨太の方針の抜粋でございますけれとも、ここ数年、経済財政諮問会

議におきまして、地方自治体の基金の増加と、それをもって地方財政に余裕が生じている

かのような指摘があったこともございまして、基金の増減理由等について自治体みずから

が分析、公表することを求められているところでございます。基金は、みずからの歳出削

減努力のもとで必要な財政需要に備えて積み立てているものでございますが、引き続き基

金の増減等に係る説明責任を果たしてまいりたいと考えているところでございます。 

 続いて、７の会計年度任用職員についてでございます。（１）、会計年度任用職員制度の

概要についてでございますが、来年４月から一般職の非常勤職員である会計年度任用職員

が新たに創設され、導入されることとなっているものでございます。 

 （２）、制度導入に当たって留意すべき事項といたしましては、国から制度導入後も地方

公共団体の運営は、任期の定めのない常勤職員を中心とする原則を維持するべき、各地方

公共団体の対応を調査の上、地方財政措置を検討するといった説明があったところでござ

います。 

 （３）、本県の対応については、会計年度任用職員の勤務条件を定めるための会計年度任

用職員の給与等に関する条例及び地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施

行に伴う関係条例の整備に関する条例を、さきの２月議会で可決をいただき、来年４月１

日に施行することとしているところでございます。 

 また、国に対しましては６月の政府予算提言・要望におきまして、期末手当の支給など、

財政需要の増加に対応するため、地方財政措置が講じられるよう要望しているところでご

ざいまして、引き続き必要な財源措置が図られるよう求めてまいります。 

 以上で総務部、政策地域部所管の説明を終わります。引き続き、復興局から説明いたし

ます。 

○佐々木復興推進課総括課長 続きまして、受理番号第 93 号のうち復興局分、請願項目

二つ目の復興事業費総額の確保につきまして御説明を申し上げます。 

 恐れ入りますが、資料お戻りいただきまして、２ページをごらんいただきたいと思いま

す。経済財政運営と改革の基本方針 2019 におきましては、２の（１）の概要のとおり、復

興・創生期間後の適切な対応を図るため、年内にその基本方針を定めるとともに、復興庁

の後継組織として復興庁と同じような司令塔として各省庁の縦割りを排し、政治の責任と

リーダーシップのもとで東日本大震災からの復興をなし遂げるための組織を置くとされて

いますほか、復興期間 10年間で合計 32 兆円程度を見込んでおります復興事業費によりま
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して、確実に復興を進めることとされているところでございます。 

 なお、復興財源フレームにつきましては、箱囲いの下の部分の参考のとおりでございま

して、平成 27 年６月の国の復興推進会議によりまして、平成 28 年度から平成 32年度、令

和２年度になりますが、までに必要となる国費 6.5 兆円を含みます復興期間 10 年間の復興

財源として 32兆円程度が確保され、本県や県内市町村が必要と見込んでおりました国費は

おおむね確保されているところでございます。 

 資料の３ページをお開き願いたいと思います。先ほど御説明いたしました経済財政運営

と改革の基本方針 2019 に先立ちまして、平成 31 年３月８日に閣議決定されました復興・

創生期間における東日本大震災からの復興の基本方針の見直しにおきましては、（２）の概

要のとおり、復興・創生期間後も一定期間対応することが必要な課題について適切に対応

することや、復興庁と同じような司令塔となる組織を置くということとされた一方で、復

興を支える仕組みや後継組織の具体的なあり方は今後検討することとされたところでござ

います。 

 また、６月 11日に実施いたしました本県の政府予算提言・要望につきましては、（３）

のとおり、１、復興の確実な推進に必要な予算の確保といたしまして、国に対し平成 27

年６月に決定されました平成 28 年度以降の復旧・復興事業についてに基づきまして、復興

に必要な予算が確実に措置されるよう要望するとともに、３、復興の実態に応じた取組の

継続といたしまして、国の基本方針の見直しに基づく復興・創生期間後における復興を支

える仕組み、それから復興庁の後継組織のあり方の検討に当たりまして、復興施策の進捗

状況、被災地の意見等を十分に踏まえ、当該期間終了後におきましても必要な事業及び制

度を継続するとともに、その推進体制の整備を図るよう要望しているところでございます。 

 以上で参考説明を終わります。 

○軽石義則委員長 本請願に対し、質疑、意見はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 なければ、本請願の取り扱いを決めたいと思います。 

 本請願の取り扱いはいかがいたしますか。 

   〔「採択」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 ほかにありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 採択との御意見がありますが、これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 御異議なしと認め、よって本請願は採択と決定いたしました。 

 なお、ただいま採択と決定した本請願につきましては、国に対し意見書の提出を求める

ものでありますので、本定例会に委員会発議としたいと思います。これに御異議ありませ

んか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 御異議なしと認め、さよう決定します。 
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 それでは、意見書の文案を検討いたします。当職において原案を作成いたしましたので、

事務局に配付させます。 

   〔意見書案配付〕 

○軽石義則委員長 ただいまお手元に配付いたしました意見書案をごらんいただきたい

と思います。 

 これについて御意見はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 なければ、これをもって意見交換を終結いたします。 

 お諮りします。意見書案は原案のとおりとすることに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 御異議なしと認め、意見書案は原案のとおりとすることに決定しまし

た。なお、文言の整理等については当職に御一任願います。 

 以上をもって付託案件の審査を終わります。 

 この際、執行部から発言を求められておりますので、これを許します。 

○小原参事兼市町村課総括課長 先ほど佐藤ケイ子委員からの御質問に答弁していない

部分がございましたので、答弁いたします。 

 まず、ふるさと納税の寄附受入額と住民税から控除された額との差額についてでござい

ますが、県内市町村におけるふるさと納税の寄附受入額と県内市町村から他団体へのふる

さと納税により住民税から控除された額との差額の試算については、平成 30 年度実績はま

だ取りまとまっておりませんが、平成 29年度実績では、総務省公表資料によりますと、県

内市町村全体で寄附受入額 35 億 8,000 万円余に対し、住民税から控除された額が４億

1,600 万円余となっており、差し引き 31億 6,400 万円余について寄附受入の超過となって

おります。 

 返礼品割合が３割に見直されたことに伴う影響についてでございますが、令和元年６月

１日より新たな制度の運用が始まったばかりですので、現時点ではその影響についての見

込みは困難でございます。 

○軽石義則委員長 よろしいでしょうか。 

   〔「はい」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 この際、執行部から（仮称）ＩＬＣによる地域振興ビジョンについて

発言を求められておりますので、これを許します。 

○植野ＩＬＣ推進課長 （仮称）ＩＬＣによる地域振興ビジョンについて御説明申し上げ

ます。お手元の資料、（仮称）ＩＬＣによる地域振興ビジョンの策定についてをごらん願い

ます。 

 初めに、１、ビジョン策定の趣旨についてでありますが、今年度が初年度となりますい

わて県民計画（2019～2028）の新しい時代を切り拓くプロジェクトにＩＬＣプロジェクト

が掲げられておりますが、本ビジョンはそのＩＬＣプロジェクト推進のため、ＩＬＣを契

機としてＩＬＣの建設候補地である本県が、世界に開かれたイノベーションの拠点となり、
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未来に向かって発展する地域となるための基本方向を明らかにするため策定しようとする

ものであります。 

 次に、２、ビジョンの位置づけについてでありますが、いわて県民計画、ＩＬＣプロジ

ェクトの目指す姿と推進の方向性を具体に示すものとしております。 

 次に、３、ビジョンの概要についてでありますが、県民計画のＩＬＣプロジェクトに掲

げる五つの政策の柱を中心に、ＩＬＣの実現に向け、地域がどう変わるのかという目指す

姿と、それぞれに対応した準備項目と現状、対応の方向性、取組項目とスケジュールにつ

いて取りまとめるものであります。 

 次に、資料を１枚おめくりいただき、Ａ３判の別添資料、ＩＬＣによる地域振興ビジョ

ンの概要をごらんください。左下の黄色の部分、ＩＬＣプロジェクト推進のための五つの

柱から右側の目指す姿までがビジョンの全体フレームとなります。県民計画のＩＬＣプロ

ジェクトでは、政策項目として、この五つ、国際研究都市の形成支援、イノベーションの

創出、ＩＬＣによるエコ社会の実現、海外研究者の受入れ環境の整備、交流人口拡大と地

域の科学技術教育水準の向上を掲げており、それぞれについて一番右側の目指す姿と、そ

れに対応した準備項目と現状、対応の方向性を一覧にしております。 

 一つ目の国際研究都市の形成支援では、一番右側の、人、モノ、情報の世界との交流拠

点いわてを目指す姿としております。そのための準備項目と現状といたしまして、現在ま

ちづくりインフラに係る研究所周辺整備や物流ルート等の検討、研究人材育成に係るＩＬ

Ｃ推進モデル校などＩＬＣへの関心を高める活動の実施、地域の国際化に係る国際交流協

会と協働して事業を行うなど連携を進めているところでありまして、その対応の方向性と

いたしまして､生活利便性や快適性等が確保された居住環境、コミュニティーの整備支援、

ＩＬＣ事業者と連携した建設に必要な法令手続の実施、研究者や高等教育機関と連携した

戦略的な人材育成を掲げております。 

 他の政策項目も同様に、イノベーションの創出における産業・イノベーション拠点いわ

ての取り組み、ＩＬＣを活用したエコ社会実現における持続可能なエネルギーマネジメン

ト地域いわての取り組み、海外研究者の受入れ環境の整備における外国人受入れと多文化

共生の先進地域いわての取り組み、交流人口拡大と地域の科学技術教育水準の向上におけ

る世界最先端のサイエンスと食・観光・自然の魅力あふれる国際都市いわての取り組みな

ど、目指す姿の実現に向けて準備項目と現状の整理、対応の方向性について整理しており

ます。 

 ２ページ目には、ＩＬＣによる地域振興の取組項目とスケジュールをお示ししておりま

す。これらは、対応の方向性をより具体化した、いわばＴｏＤｏリストとして、準備期４

年、建設期９年、運用期と、フェーズごとに必要な取り組みを整理させていただいており

ます。 

 ３ページ目には、ただいま御説明申し上げましたビジョンの内容を図でまとめさせてい

ただいております。御説明申し上げた五つの政策項目には、県民計画のほかの新しい時代

を切り拓くプロジェクトとも関連性がそれぞれ深いことから、今後ＩＬＣプロジェクトと
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他の各プロジェクトとの連携により、全県的な取り組みを推進していきたいと考えており

ます。 

 最後に、本ビジョンにつきましては、これから策定、取りまとめ等を行い、しかるべき

時期に速やかに公表したいと考えております。 

 以上で（仮称）ＩＬＣによる地域振興ビジョンの策定についての説明を終わります。よ

ろしくお願い申し上げます。 

○軽石義則委員長 ただいまの報告に対する質疑も含め、この際、何かありませんか。 

○飯澤匡委員 それでは、今説明のあったものをまずお伺いします。 

 五つの柱というのですけれども、どうもやはりまだ科学先端分野の切り口で動いている

なという印象です。要は地域社会にとってどのような変革が実利として上がっていくかと

いう想像を膨らませていくには、有史以来１次産業というのが、岩手は食料供給基地とい

うふうにも言われてきました。この先も１次産業、今は６次産業化という形でいろいろな

形態を模索しているところでありますけれども、やはりそういう観点をしっかりと入れ込

んでいく。地域産業といかに並行して科学技術分野を融合させて、岩手のあるべき姿とい

うのをしっかり捉えていくことが大事だと思います。 

 こうして見ると、図には農業とかと書いていますが、政策の柱立てとして１次産業との

いろいろなコラボレーションであったり、それから農産物について付加価値をつけていく

かということも住民にとっては非常に大きな関心事だと思います。関係者の方々はＣＥＲ

Ｎにも行って、メーンキャンパスの周りは全て酪農地帯であり、言うなれば私たちの地域

よりかなりのどかな景色で、地域の方々ともお話をしましたが、それなりにＣＥＲＮの近

くだということで付加価値がついているとも聞いてきました。 

 ここにグリーンＩＬＣと書いているのですが、これだけではちょっと、排熱利用だとか、

そういうふうに間口がまだまだ狭いので、もう少し。恐らくイノベーションの創出の部分

に入るのではないか。いわゆる１次産業も一つのイノベーションとして捉える、そういう

観点が必要かと思うのですが、今のところまだ案ですから、その点について岩手の産業、

地域振興ビジョンですから、もう少ししっかりやっていただかないと岩手の特徴が出ない

と思うのですが、見解を示してください。 

○植野ＩＬＣ推進課長 ただいま地域振興ビジョンの中での１次産業とのコラボレーシ

ョンでありますとか、あるいは地域への波及効果について御質問いただきました。ＩＬＣ

と１次産業のかかわりにつきましては、今委員御質問でありましたようにグリーンＩＬＣ

の取り組みということで、林業サイドとの連携、木造化の研究でありますとか、ＩＬＣか

ら出た排熱等々の取り組みが共同研究として進められております。その中で今申し上げた

ＩＬＣの排熱につきましては、将来地域の施設型園芸の温室栽培等に活用できないかとい

ったことも、現在共同研究を地元の大学、企業と連携して進めております。 

 それ以外に１次産業の連携につきましては、研究者家族の食事、買い物では、県産食材

の購入に係る利便性の向上や情報発信もございますし、交流人口の拡大で研究者家族への

体験型農業やグリーンツーリズムの紹介もあると思っております。 
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 それから、海外研究者の食のニーズで、各地域の宗教、文化に対応した食事の提供とい

うものがありまして、例えばイスラム教のハラールとか、ビーガンとか、ベジタリアンと

か、そういったものや海外の方の嗜好に合った農畜産物、加工品の生産、販売などもこれ

から検討を進めていかなければならないと思っておりますし、昨年花巻農業高等学校がモ

デル校の取り組みの中で羊肉を使ったソーセージの開発などにも取り組んだ事例もござい

ますので､こういった海外研究者向けの農業の取り組みも進めてまいりたいと思っており

ます。 

 それから最後ですが、委員からお話のあったイノベーションの創出面での農業の波及効

果といったところ、まだまだ研究が足りない部分でございますので、地域振興ビジョン、

あるいは庁内の研究会等で、部局横断でこれから議論を深めてまいりたいと考えておりま

す。 

○飯澤匡委員 もう一つ、図なのですけれども、結構これというのは大事なのです。まだ

かなり粗いので、特に自動運転バスというふうに限定されたのは満足がいきません。まだ

まだ、ただあらゆる要素を入れたのだなというぐらいにしかならないので、これはもう少

し吟味してください。皆さん方がつくったのは、情報公開の大きな対象の一つとなって、

これだとなかなか想像力が湧かないです。もう少し研究して、想像力が湧くやつを描いて

ください。 

 いずれこれからプロジェクトについては前段の質問でも申し上げましたように、岩手の

これからの将来をどうするかということにも重要にかかわってくるので、この県南地区だ

けではなくて県北地区も食料の供給であったり、それから住居環境にしたって、つくば型

ではなくて散在型、沖縄科学技術大学院大学のようなきゅっと集まったところではなくて、

そういう小単位のものを恐らく各地に散在させるような形というのを目指していると聞き

ましたので、そこら辺をしっかりと書き込んでやるべきだと思います。この点については

検討していただきたいので、所感を求めます。 

○植野ＩＬＣ推進課長 ただいま地域振興ビジョンの全県的な検討等の取り組みであり

ますとか、地域振興ビジョンの図についていろいろと御意見をいただきました。今、委員

から御意見ありましたように、まちづくりについてはさまざまな分野に波及効果がござい

ます。今、委員の御質問にありましたつくば型ではない、地域と混在した国際研究都市、

地域の方と交流して一緒に住んで、そこの地域に波及効果が生まれるようなまちづくりも

今後議論してまいりたいと思いますし、そこには県北、あるいはグリーンＩＬＣとか、木

造とか林業とか、全県に波及効果を生み出すようなＩＬＣの取り組みも重要でございます

ので、そういった観点も取り入れながら取り組みを進めてまいりたいと思っております。 

○飯澤匡委員 今回で最後なので、総括的な意味も含めて今日まで取り組んできたものを

再点検させて質問させていただきたいと思います。 

 一つは、ＩＧＲについて、ようやく部門別の収支状況について公開に至りました。社長

がかわって、それは大変いいことだと思います。今回も決算については黒字ですが、ただ

中身を見ますと不動産の売却益をもって黒字としているわけですから、恒常的な収支につ
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いてはまだまだ改善の余地があるし、それから線路の利用料についてもだんだん厳しくな

るというのは目に見えているから、そこら辺の自立性といいますか、そこも含めしっかり

立ってやっていかなければならないと思うのですが、今年度の決算の状況と今後の経営の

あり方について県はどのように指導するのか、この１点についてだけ伺います。 

○渡辺特命参事兼地域交通課長 ＩＧＲいわて銀河鉄道の決算と今後の取り組みでござ

います。まず、決算の状況でございますが、平成 30 年度の決算につきましては、営業収入

が 44億 3,400 万円､営業費用は 45億 3,100 万円、営業損益は 9,680 万 3,000 円の赤字とな

っております。これに、先ほど委員からお話のありました災害公営住宅建設用地の売却益

２億4,300万円ほどでございますが、これを含む特別利益３億3,630万円余を加えまして、

当期損益はトータルで 9,909 万 4,000 円の黒字で、３期ぶりに黒字を計上したところでご

ざいます。 

 今後の状況でございますが、今年度の収支計画につきましては営業収入が 45 億 9,600

万円、営業費用は 47億 600 万円を見込んでございまして、損失が 1億 1,000 万円となりま

して、当期損益においても１億 300 万円の赤字の計画となっております。 

 この赤字の要因といたしましては、旅客運輸収入が 2,810 万円余の減となる見込みであ

る一方、欠員補充や定期昇給による人件費の増、レール、枕木を支える砕石の大規模交換、

あるいは信号機器の取りかえ工事の大規模な修繕工事がございまして、こういった赤字の

見込みとなっております。 

 この傾向が今後もＩＧＲでは続くと見込んでおりまして、費用の平準化、工事の平準化、

あるいは旅客運輸収入の確保というところで、できる限り赤字を減らしながら収支均衡に

持っていくことにしておりますので、県といたしましても引き続きさまざまな支援をしな

がら、ＩＧＲが安定的な経営に、そして安全運行がなされるよう支援してまいりたいと考

えております。 

○飯澤匡委員 はっきり言って、前社長の負の遺産です。人材の育成だとか、それから計

画的に今後備えておかなければならないという部分を全然やってこなかった。こんなの最

初から言っていたはずで、そしてどんどん、どんどん、俺がいるうちは黒字だからばんば

んやれというようなことで、部門別の収支についても情報を明らかにしなかった。県はそ

れを今まで擁護してきて、結果的にこういうふうな構造的には赤字体質になってしまった

と。しっかり反省してやっていかなければならないと思います。 

 これはＩＧＲだけではなくて、全ての第三セクターについても、何かそういう人事や勝

手な解釈による経営体制が横行する可能性も今回の事例によって明らかになったので、県

の監視体制、特にＩＧＲについては県の出資割合が 50％以上なのだから、責任を持ってや

ってくれないと困ります。今回の件は、本当に県民にとって失われた。前社長のことにつ

いては大いに反省してもらいたい。この間、余り耳にもしたくない事案が２件、３件ほど

あったこともしっかり刻んで前に進めていただきたいと思います。 

 ２点目は、三陸防災復興プロジェックト 2019 について、これも一般質問等でオープニン

グセレモニーの動向や今後の展開方策について質問がありましたが、私のほうに県職員と
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思われる方から投書がありました。人員を集めるに至っては大変苦労していて、県庁内の

イントラネットにおいて何課には何人を動員してくださいというような状況で、これが真

実であれば、県として本末転倒ではないかと思います。そういう状況があったのかどうな

のか、その点についてまずお伺いします。 

○酒井総括プロジェクト推進監 県職員のシンポジウム等への参加についてでございま

すけれども、委員御指摘のとおり、庁内のイントラネットの中で、業務上の知見を深める

ために自主的な参加を求めているものではございますけれども、実行委員会ですとか事務

局から動員を要請しているものではないことは御理解をいただきたいと思います。 

○飯澤匡委員 参加した人数、オープニングセレモニーの一般参加者は 170 名、実行委員

会、構成員や協賛企業関係者は 150 名、それからただいま御紹介のあった関心を持つ職員

が、今も答弁あったけれども、100 名程度参加している。はっきり言って 400 名のうち 25％

は県職員なのです。これは、三陸防災復興プロジェックト 2019 が行う趣旨に照らして、本

当にこれでよかったのかどうか。ここでは、本当に関心があったかどうかなんていうのは

聞かないです。いずれそこに掲示をしたということは、ほぼ言わずもがなのような雰囲気

があったと思料します。ただ、結果として 25％が県職員だったということが、果たしてこ

のオープニングセレモニーにとって正しかったのか、この評価についてはいかがですか。 

○酒井総括プロジェクト推進監 まず、１回目のオープニングセレモニー、またその後引

き続きましたシンポジウムにつきましては、国内外に防災の観点での情報発信するのが主

な目的というところもございますけれども、そういった点でまず結果につきましては多数

の報道もございましたし、県外に向けてもウエブ、新聞等においても記事が配信をされて

いることで、特にもオープニングセレモニー等につきましては、参加いただきました国連

ですとか米国を通じました発信も今後期待されるところでございますので、今回情報発信

という面では一定の効果があったものと考えております。 

○飯澤匡委員 そんなこと聞いてないです。だから、25％は県職員が動員されて、結果と

して、あなた方は成功だったと言えるのかということを聞いているのです。 

○酒井総括プロジェクト推進監 確かに委員御指摘のとおり、シンポジウムにつきまして

は 400 名の参加者のうち 100 名程度と把握しているところでございますけれども、オープ

ニングセレモニー等を考えますと 700 名の御参加もいただいていることで、400 名のうち

100 名だったことに関しまして我々として何か評価ということについて、あくまでも自主

的に参加いただいたものと認識をしているところでおります。 

○飯澤匡委員 県職員と思われる方は、そうは捉えていないわけです。そこが問題なので

す。 

 では、お伺いしますけれども、まさかこの出席については県の旅費規程に従って、課で

面倒見るとか、まさかそんなことがあったら大変なことですけれども、それはどうなって

いるのですか。 

○酒井総括プロジェクト推進監 この 100 名の方々につきまして、どういった形で参加し

ているかというところまでは我々のほうで把握しているわけではございませんけれども、
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それぞれの所属において、この参加について業務の一環だと判断する場合におきましては、

場合によっては旅費を支給することもあったかとは承知しております。 

○飯澤匡委員 業務の一環であると思われたときは支給するということですね。このイン

トラネットの発信元はどこですか。どこがどういうふうにして、その支給を判断するので

すか。 

○酒井総括プロジェクト推進監 例えばオープニングセレモニー、あとあわせて行います

１回目のシンポジウムにつきましては、こちらの三陸防災復興プロジェックト 2019 推進室

が中心となって開催をするということで、庁内職員向けの掲示につきましては、御案内に

つきましては三陸防災復興プロジェックト 2019 推進室で行ったところではございます。た

だ、それぞれの参加に当たってどういう形で参加をするかに関しましては、それぞれの職

員が所属している所属長の判断と考えております。 

○飯澤匡委員 それでは、何で課ごとの割り当て人数みたいな、具体的に何名とか、そう

いうような表示をしたのですか、何のためにしたのですか。自主的なということだったら、

あなた方が言っていることと矛盾するのではないですか。 

○酒井総括プロジェクト推進監 オープニングセレモニー及び第１回シンポジウムにつ

きまして、スタッフという形で参加いただく部分に関しましては、何人ぐらい出してほし

いという形での手続上の要請はしておりますけれども、いわゆる一般参加による動員とい

う形での人数の割り当てといったものに関しましては行ったことはございませんので、御

理解をいただきたいと思います。 

○小野寺三陸防災復興プロジェクト 2019 推進室長 若干補足させていただきたいと思い

ます。 

 事実関係を整理させていただきたいのですけれども、我々としてイントラネットに載せ

た案内文書は、こういったオープニングセレモニーとシンポジウムがありますので、参加

を御希望される場合は何日までにお申し込みくださいといったような文章でございます。

どこの課に何人ということは決して行っておりません。それで、我々として公務として参

加してほしいという依頼は行っておりませんので、私用で参加された方もいるでしょうし、

あとは所属長の判断で、これはやはり業務にとって大変有意義だという判断になれば公務

として参加する場合もあるということで、そこは所属長の判断になろうかと思います。 

○飯澤匡委員 いずれかなりこの件については、県職員についても非常に負担感を持って

やっていることは伝えておきます。今後いろいろ各地でイベントがあります。一般質問で

も紹介されましたけれども、どうも地元の自治体との三陸防災復興プロジェックト 2019

の組み立てといいますか、共同でやるという意識が随分希薄になっているのではないか、

そういうような事例も東日本大震災津波復興特別委員会等でやりとりもあったと聞いてい

ます。 

 そもそも私は５億円弱を使って、今やる意義があるのかと当初からこれは賛成はしたけ

れども、実際このような形で本当に内外の方々に発信するために投入したと。これは県の

真水の税金ですから、それが効果が出たのかというのはしっかり検証することが必要だと
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思っています。今回やりとりの中で今後どうするか聞いても、一生懸命やるとしか答えな

いでしょうから、これくらいにしておきますけれども、この検証の仕方、ただ単に先ほど

酒井総括プロジェクト推進監が答弁されたように、自分たちのお手盛りで効果があったと

か、なかったとかという、こんな検証の仕方では困るわけです。やはり第三者的にしっか

りとした、県の単独予算としてどういう効果が上がったのかという検証をして、県民に対

して説明する責任があると思いますが、今後、政策地域部ではどういう検証をするのかお

伺いします。 

○小野副部長兼政策推進室長 三陸防災復興プロジェクト 2019 のさまざまな事業が現在

推進、取り組まれている最中ですけれども、いずれ全て完了いたしまして、それがどのよ

うな効果、三陸の振興に対して効果があったのかということにつきましては、しっかりと

取りまとめてまいります。 

 当然、１点といたしまして、どれだけの参加者、県内、県外から一般の方々が来ていた

だいたのかといったこともございます。それに加えまして、参加することによって、その

参加した方々の意識がどういうふうに変わっていったのかということもあるかと思います。

こういう点につきましては、参加者に対するアンケート等によって、そういった気づき、

一つ一つ定性的ではありますけれども、押さえてまいりたいと思います。 

 また、もう一点、昨年度２月の議会の中でもおおむねの数といったことでお話をさせて

いただきましたけれども、地域に対する経済的な波及効果がどうだったのかということに

ついても今後検証をしてまいりたいと思います。これにつきましては、参加者の数、それ

から地域にどのような形で効果があるのか。これは、ある程度前提を置いての波及効果の

計算になるかとは思いますけれども、こうした点についてもあわせて経済的な効果という

ことで検証してまいりたいと思います。 

 さらに、防災といった観点あるいは復興の取り組み、これを広めていくといった観点、

こういったところについてもあわせて検証していく必要があるかと思います。今幾つか例

で申し上げましたけれども、定量それから定性合わせてしっかりと検証して、これを来年

度以降どのように継続していくのかという結論を出してまいりたいと考えております。 

○飯澤匡委員 この件については最後にしますが、いずれ宮古の振興局でもかなりの残業

を強いられて、非常に負担感が強いと。沿岸の職員が本来やるべき姿というのは、まだ復

興途上にあるわけですから、このような、はっきり言ってイベントですよ、イベントの仕

掛けのために、かなりの苦労をされていることは、私は非常に胸が苦しい思いをするわけ

です。これは結果として、お手盛りではなくて、自己満足ではなくて県単独の予算として、

５億円は非常に大きいものだと思います。200 万円くらいの課の予算でも何とかなるのか

ならないのかという瀬戸際の中でみんな政策をやっているという話もよく聞きますから、

その中でイベントが本当に効果があったのかということはしっかり検証すべきだと思うの

で、それはしっかりやってください。 

 それから三つ目、最後になりますけれども、県庁内においてパワーハラスメント、モラ

ルハラスメントがどのような状況か、皆さん方が把握されているのか、それをお聞きした
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いと思います。 

○佐藤人事課総括課長 県庁内のハラスメントの対策という部分でお答え申し上げます。 

 ハラスメントの対策につきましては、これまで県としまして例えばセクシャルハラスメ

ントの関係であれば基本方針を作成する。あるいはパワーハラスメントにつきましては、

方針の留意点等を盛り込んだ通知等を発出することによって取り組んでまいりました。こ

ういった方針等におきましては、やはりハラスメントについての正しい理解をしていただ

くことと、お互いの人格を尊重して良好な職場環境を形成していくといったところを定め

ておりますし、またハラスメントに関する相談、苦情に対応するための相談窓口というも

のも設置しているところでございます。 

 こういったハラスメントに関する相談につきまして、例えば昨年度の状況で申し上げま

すと、知事部局で今申し上げました相談窓口への相談はございませんでしたけれども、も

う一つ人事委員会で職員からの苦情相談の対応を行っているところでございまして、こち

らへの苦情相談という点で、昨年度４件のハラスメントに関する相談があったことは承知

をしているところでございます。 

○飯澤匡委員 担当課長以上の被害といいますか、そういうのはどのように、あったのか

なかったのか。これはなかなか難しい問題ですけれども、ある程度役職がつくとなかなか

そうも言えない、それは私も組織を持っている人間ですから、よくわかりますけれども、

その状況をどのように把握していますか。 

○佐藤人事課総括課長 先ほど人事委員会に苦情相談があった件数、４件と申し上げまし

たけれども、これは知事部局の部分ということでお答え申し上げましたが、こちらについ

て当局で把握している範囲としましては、担当課長以上の職員はなかったと承知をしてい

るところでございます。 

○飯澤匡委員 では、ちょっと質問を変えます。政策推進に当たっては、各部が、特に昨

年は長期計画の策定があったものですから、責任を持って進めていく必要があるのですが、

総務部長にお伺いしますけれども、部局ごとの序列とか、そういうのは県庁内に存在する

わけですか。 

○八重樫総務部長 部局ごとの序列は、そういうものはあるものではありません。昨年度

の計画策定において、政策地域部で県民計画の取りまとめをしておりますので、そういっ

た中で担当している部局から各部に対してさまざまな指示であるとか、取りまとめに際し

てのアドバイス等々、そういうことはもちろんございますし、予算の取りまとめであれば、

総務部で各部に対して同じような照会であるとか取りまとめをしております。 

○飯澤匡委員 どうも秘書広報室が大分力を最近つけてきて、いわゆる政策推進に当たっ

ては取りまとめ的な役目を担っていると。ついては、他の部局に対して非常に強力な指令

を与えていると聞いております。その中で、余り期待に応えないような部局については非

常に卑下的な表現をするというふうに私のほうに手紙が来ています。果たしてこれでいい

のか、ただこれは裏をとっていないから、どうかわかりません。ただ、そういう事実が県

職員からあるということは、なかなか県庁内にも事実として薄々わかっていても前に進め
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ないのではないかというような思いを私はしているわけです。 

 大きな組織ですから、ある一定程度の方向性を導くには、どこかの課が、どこかの部が

中心となってやらなければならないのは、これは理解しますが、その中にパワーハラスメ

ントだとかモラルハラスメントだとか、そういうものが介在していたら、とんでもないこ

とだと思っているわけです。これは警鐘にとどめておきますが、今のトップマネジメント

を支える秘書広報室が設立をされて、どうもそれを金看板にしながら県行政を操作といい

ますか、そういう実態があるのかどうか、その意識があるのかどうか、どういう業務体制

を持ってやっているのか、その実態を秘書広報室長にお聞きします。 

○高橋秘書広報室長 どういった業務の実態ということでありますけれども、県政推進に

当たりまして各施策の推進を行う部局と知事、副知事との緊密なコミュニケーションが図

られて、活発に政策の議論をされるといった中で、秘書広報室においてはそういったとこ

ろのパイプ役のような形になり、いろいろ協議等に陪席しまして、その前後において知事、

副知事の指示なり意向なりを部局に伝えるとか、あるいは部局の意向を副知事等とお話を

してといったような、協議の橋渡しをする局面もあるわけですけれども、そういったとこ

ろで私どもも庁内外いろいろ調査もしますし、また関連部局の動向なども結びつけて、よ

り有効な政策になるような形で努めているところでございます。 

○飯澤匡委員 知事の定例記者会見の準備、かなり厚い資料を用意したりして、要は生産

性のない仕事が随分たまっているのではないかと、今県庁内には。それは、やはり秘書広

報室なり総務部がしっかりマネジメントして、県庁内の機構を、すっきり仕事ができる体

制にするという、自分たちの機構改革の意識づけについては、自分たちの組織は自分たち

でしっかり頑張ってやるのだという思いを持ってやらないと、僕は１回部長にも指摘をし

たことがあったけれども、残業はいつまでたっても減っていかないわけです。私のところ

にそういう悲痛な手紙が来るというのも、はっきり言ってもう末期的な症状である、こう

いう声がすくわれないというのが現在の県庁の状況ではないかと思うわけです。でなけれ

ば、助けてくださいなんて来ませんよ。裏をとっていないから、ここでは具体例は避けま

す。裏をとったらやるけれども、今回は時間がなかったし、なかなかそこまで至らなかっ

たので、この程度にしておきます。ただ、こういう事案が既に意識として県庁の職員の中

にあるということを、ここにいる方々はしっかり意識をしてやってもらわないと困るわけ

ですが、これはやっぱり総務部長に、最後、その点をどのように考えてこれから進めよう

とするのかお伺いします。 

○八重樫総務部長 県政の推進に当たりまして、まさに各部局がさまざま担当しているわ

けですけれども、そこの県の職員が効率性のある仕事ができるというようなところで、各

部局長もそうですし、そういった意図であるとか指示を伝達する際に、しっかりとそれが

職員にも伝わって、まさに今、委員から御指摘のあった非効率的な仕事、組織的にもそう

いった全庁的な政策形成の推進がしっかりとできるような組織体制、あるいは職員の業務

のあり方といったものをしっかり総務部としても検討しながら進めていきたいと考えてお

ります。 
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○軽石義則委員長 休憩します。 

   〔休憩〕 

   〔再開〕 

○軽石義則委員長 再開します。 

 ほかにありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○軽石義則委員長 ほかになければ、これをもって本日の審査を終わります。 

 当総務委員会は、本日が今任期最後の委員会となりますので、この際一言御挨拶を申し

上げます。 

 当委員会は、去る平成 29 年 10 月に委員９名で発足し以来、委員各位におかれましては

これまでの２年間にわたり、当委員会の所管事項につきまして終始熱心に真剣な御論議を

いただき、まことにありがとうございました。 

 当職といたしましては、これら委員会における議案等の審査、所管事務の調査などを通

じまして、二元代表制の一翼を担う議会の役割を果たすとともに、県政の発展にいささか

なりとも貢献することができたものと考えているところであります。 

 また、委員会の運営に当たりましては、川村副委員長を初め、委員各位及び執行部各位

の御協力、御支援によりまして、委員長の職責を果たすことができましたことに対し、深

く感謝を申し上げます。ありがとうございます。 

 終わりに、来るべき選挙に立候補を予定されます各位には、見事当選の栄を得られ、再

び県議会議員として、さらなる県勢発展のために御活躍されますことを御祈念申し上げ、

挨拶といたします。まことにありがとうございます。（拍手） 

 以上をもって本日の日程は全部終了いたしました。本日は、これをもって散会いたしま

す。 


